
新住協別記様式第１ 

 

NPO法人新木造住宅技術研究協議会   
代表 鎌田紀彦  殿 

事業者名 ○○工務店  山田太郎 ㊞ 

 

平成２２年度長期優良住宅先導事業費補助金交付申請書 

 

  平成２２年度長期優良住宅先導事業に要する費用について、補助金の交付を受けたいので、

長期優良住宅先導事業補助金交付規程に基づき関係書類を添えて下記のとおり申請しますので、

交付申請手続きについてよろしくお願いいたします。。 

記 

 １．補助事業の名称 長期優良住宅先導事業 

提案名 新住協の断熱耐震同時改修プロジェクト 

部門名 既存住宅等の改修に関する提案 

 ２．建築物の概要 建築主  ○○○○ 

          建築場所 ○○県○○市○○町○○―○○ 

 ３．交付申請額       2,000千円 

 ４．交付申請額の算出方法及び事業経費の配分 （別紙１、２、３，４のとおり） 

５．補助事業の概要 採択通知書別添１のとおり 

 ６．事業完了の期日        平成○○年○○月○○日 

 ７．着工日または事業着手日    平成○○年○○月○○日（施越工事に係る申請の場合のみ記載） 

 ８．交付申請に係る事務担当者 

ご氏名 山田太郎 

勤務先名・所属・役職 ○○工務店 

勤務先住所 〒○○○－○○○○ ○○県○○市○○町○○―○○ 

勤務先・連絡先 
TEL         FAX   

メール 

 
 （添付資料） 

１． 提案内容への適合報告書【様式①】 

２． 共同事業実施規約（共同事業の場合のみ必要） 

３． 提案内容の普及啓発に関する計画書 

４． 完了出来高見込算出書【別紙２－B－別添】 

５． 建築士による提案内容への適合確認書【別添４】 

６． 振込口座登録票（別添５のとおり） 

７．その他必要な資料 

 （記載上の注意） 

  １．用紙の大きさは、日本工業規格で定めるＡ列４とし、縦位置とすること。 

  ２．「提案名」には、提案申請書様式１に記載してある「応募事業提案名」を記載すること。 

  ３．「部門名」には、提案申請書様式１に記載してある「提案事業の部門」のうちいずれか該当するものを記載す

ること。 

  ４．「３．交付申請額の算出方法及び事業経費の配分」については、別紙１から別紙４を作成すること。 

  ５．「６．着工日」については、実施設計を補助対象としている場合にあっては、実施設計の開始日を記載するこ

と。 

建築場所は公図の地番で記入して

ください。 

別添２－B－別添の補助対象事業

費の金額を記入。 


